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今年は十二支の 番目にあたる子年であり、新たな流れが出てくる年を恩わせ

る。

厨房業界に身をおく 人として、今後の厨房業界の新たな展望について「環境保

全」と「安心安全」の観点から述べたいと思う。

「環境保全」については、先年の京都議定曹の採択による温室効果ガスの削減対策

が遅れ、実現の可能性が危ぶまれている。そのため、経済産業省は省エネf去の規制

対象を広げようとしている。己のような社会情勢の変化は、業務用厨房機器に対し

てもエネルギ コストの背リ減と省エ不への要求が強くなってきている。

具体的に述べると、より効率的な省エネ機器の普及を目指すプログラムとして、

通称「トップランナ一方式」と言うものがある。

乙れは、 電気製品などの省エ不基準を、市場に出ている機器の中で最高の効率の

レベルに設定する乙とであり、乙の基準に遣していない製品を販売し続ける企業

は、ペナルティーとして社名と対象製品を公表、罰金を科されるととになる。

このトップランナ 方式の対象は、現在、家庭用機器が主な対象となっているが、

今後業務用機器にまで対象を広げる動きがあり、 業務用冷蔵庫が候補に挙がってい

る。この社会情勢の変化は、放射熱が少ないため空調負担の軽減が図られ、施設全

体の省エネに繋がる電化厨房機器にとっては、普及への追い風要因となると思われ

る。

次に、「安心 安全」についてであるカ九ノロウィノレスや 0-157などによるウィノレ

ス 細菌の食中毒問題や、昨年の食品偽装問題など、食の安全を脅かす事件が続発

しており、社会的に食に対する「安心 安全」を求める機運が高まっている。その

点を考えると、 官 七厨房は室温を 定かっ快適に保てるので、ドライで衛生的な環

境を実現しやすいものであるといえる。

また、社団法人日本厨房工業会は業務用厨房設備機器基準 (JFEAOO!-7-2007)

を設けているが、その要求される安全に食品衛生上の危害の発生を防止するものと

定めており、環境保護としてロングレンシユース(長寿命入リユース(再使用〉、

リサイクル(資源循環〉に配置したものとすると明記されている。今後己の厨房設

備機器基準に基づく機器が普及することは容易に予想できる。

さらに、厨房1欄号の製造段階で特定物質使用禁止指令(ローズ規制) 'é~1jり、リ

サイクノレ処理時に環境汚染につながることのないよう、規制された重金属の使用を

禁じている企業もある。

このよう に業務用厨房業界でも「安心安全」を図ると共に、環境に対する配置 =

「環壇保全」にも繋がるものであるという考えが広まってきている。

最後に、より安全な食の提供が求められると共に、環境保全の推進が急務である

現在では、 電化厨房の果たす役割に大きな注目が集まり、また近年の原油高の影響

によって、 電気Z優位性にさらなる追い風がふく己とになると思われる。

今後も安心 安全かっ環境にやさしい厨房設備機器の開発に取り組み、少しでも

地球環境保護に貢献できればと思う。
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